
415

433

H27 H28 H29 H30 R1 R2

商業（小売業）における年間販売額

（平成26年商業統計調査）（億円）

指標 目標

産業振興課

1.16
1.29

1.63
1.8

1.33

1.09

1.2

H27 H28 H29 H30 R1 R2

有効求人倍率（倍）

指標 目標

2,761 2,894 2,991 3,203 3,206 
2600

H27 H28 H29 H30 R1 R2

工業における製造品出荷額

（平成26年工業統計調査）（億円）

指標 目標

251
224

250
312

286

218

260

H27 H28 H29 H30 R1 R2

ハローワーク備前新卒者（高卒者）

自所受求人数（人）

指標 目標

16,893 

3,371 4,024 4,951 6,066 

20,406 

56,178 

22,900 17,226 

50 

20,950 

34,711 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

臨時的経費の財源(万円)

一般財源 特定財源

0 0 

425 

0 

271 226 

0 0 

425 

0 

136 

452

H27 H28 H29 H30 R1 R2

普通建設事業費の財源(万円)

一般財源 特定財源

149 

302 299 

103 102 
57 

5 

7 7 

7 7 

13 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

経常的経費の財源(万円)

一般財源 特定財源

政策7 地域の活力を生む産業を振興させるまち 施策03 商工業、海運業の振興

本市の工業については、耐火物関連企業を中心に、企業の集積度も高い状況ですが、昨今の経済情勢により、
販売額、出荷額が横ばい傾向にあり、地域の経済活動が停滞しています。地域経済の活性化には、地場産業等の
既存企業への支援を行うとともに、新たな企業誘致活動を進める必要があります。
商業については、大型店舗の進出により充実が図られつつありますが、地域商店街は衰退が著しく、経営者の高
齢化や後継者不足が課題となっています。
海運業については、船員の不足、燃料費の高騰、運賃・用船料の低廉化により、厳しい状況が続いており、後継
者の育成や経営安定化を図る必要があります。

現状と課題

成果指標

指標の説明・・・
商業と工業の数値は、商業統計調査と工業統計調査から得られる数値を掲載しています。
有効求人倍率とハローワーク備前新卒者（高卒者）自所受求人数は、地域の景気動向を反映している数値として
掲載しています。



課題
課題に対する主な取

組
概要

臨経
区分

予算執行
（万円）

特定財源
（万円）

アウトプット
（どのくらいの事業や取組

を行ったか）

アウトカム
(どれだけの成果が得られた

か）

商工団体等への支援 商業振興対策事業 空き店舗や既存の商店等の改装、備品の購入に対し、補助金を交付する。 臨時的経費 5,864万円 4,507万円 補助金交付実績 40件

当該事業利用者の事業継続率
100％

コロナ禍における事業継続の一助と
なった。

既存企業への支援
備前市企業支援水道料
金補助金交付事業

新たに市民を雇用する、市内に一般製造工場を設置している企業等に対し、備前市企
業支援水道料金補助金を交付する。

臨時的経費 531万円 ― 補助金交付実績 19件

新規市民雇用者 48名
前年度比 102％

※当該補助金を申請した企業
（製造業）のみで集計

新規創業者の支援 新規創業者支援事業 市内で起業する、創業塾等を受講した新規創業者に対し、創業奨励金を交付する。 臨時的経費 30万円 30万円 奨励金交付実績 3件 市内新規創業者 3名

新たな企業誘致活動
サテライトオフィス等誘致事
業

市内の空き家等を活用してサテライトオフィス等を設置する者に対して、備前市サテライトオ
フィス等誘致事業補助金を交付する。

普通建設事業
費

678万円
※負担内訳：備前

市226万円
岡山県452万円

452万円 補助金交付実績 1件
サテライトオフィス等設置に係る
新規市民雇用者 1名

新たな企業誘致活動
企業誘致奨励金交付事
業

市内に工場等を新設、増設した企業に対し企業誘致奨励金を交付する。 臨時的経費 1,341万円 ―

企業誘致奨励金交付実績
3件

※既に設備投資が完了している
事業者に交付したもの。

企業誘致奨励金新規認定件数
2件（新設1件、増設1件）

課題に対する主な取組

施策の評価

一
次
評
価
者

役職 産業振興課長 ・新型コロナウイルス感染症拡大により、減収減益・休業など、大きな影響を受けている事業者に対し、「事業継続支援金」の給付（331件 7969万円）による支援を
行った。また、感染症対策及び収束時の事業継続に向け、「商工振興対策事業補助金」のリフォーム要件を拡充しての給付（40件 5864万円）による支援も行った。
コロナ収束の見込めない中での、一時的な支援ではあるが、多くの事業者に利用していただけた。今後も、状況に応じて、必要な支援を行っていく必要がある。
・久々井地区の企業団地造成を進めているが、新たな企業誘致のためにも、新規の団地造成を模索していかなければならない。氏名 馬場 敬士

二
次
評
価
者

役職 産業部長
コロナに関しては、世界中で影響を受け、人類に転換を迫り、ニューノーマルを生み出すことになった。ノンカーボン社会が急速な展開を見せ、京都議定書では実現性を感じ
なかったことが、必要不可欠な企業テーマとして謳われている。私たちも時代の最先端を歩むことはできなくても、新しい時代の始まりに出遅れないようにしましょう。
また、そんな時代にあっても伝統産業を将来に継承する取り組みも必要です。ニューノーマルの時代でも備前らしさを忘れずに取り組みたいと考えます。氏名 岩﨑 和久

政策7 地域の活力を生む産業を振興させるまち 施策03 商工業、海運業の振興


